










　最判令和元年 12 月 24 日民集 73 巻 5 号 457 頁
┦事実の概要】
　被相続人Aは平成 24 年 3 月 4日に死亡した。Aは，生前，クリーニング店を
営業する合資会社 Z社の代表者（無限責任社員）であり，平成 23 年 11 月 1 日，成
年後見開始の審判を受けたことによって Z社を退社した。Z社は，Aの退社時
に約 1030 万円の債務超過の状態であった（第 1審の認定）。XはAの長女である
（原告，被控訴人，被上告人）。YはAの長男である（被告，控訴人，上告人）。Aは平成
22 年 10 月 1 日付，Aの有する一切の財産を被告Yに相続させる旨の公正証書
遺言（以下はА本件公正証書遺言Бという。）を作成した。Aの死亡後，平成 24 年 4 月
5 日，Yは，別紙遺産目録記載の各土地及び建物につき，相続を原因とする所有
権移転登記手続きをした。また，本件公正証書遺言に基づいて，Aの預貯金を






























































































社が出資 1000 円をした Jと出資 300 円をしたKの二名の社員からなるとする。
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①　旧商法 68 条，民法 681 条に基づく説明
　旧商法では現行会社法 611 条 2 項に準ずる規定はなかった。そのため，学説の
多くは旧商法 68 条における民法組合準用の規定に基づいて，民法 681 条 1 項が
適用されると解釈していた(9)。そして，組合員の脱退に伴う持分の払戻につい
て，681 条 1 項に従って計算し，その結果，負債が組合資産を上回る場合には，
脱退組合員がその負担すべき部分を組合に払い込まなければならないと解釈して
いる(10)。このように，無限責任社員の退社時に，当該退社員が消極持分を有す
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　本判決で引用した主な条文は会社法 611 条 1 項と 2項である。判決の後続文の
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(17) 相澤哲編㈶立法担当者による新会社法関係法務省令の解説㈵（別冊商事法務 300 号，
2006 年）164 頁。






この説明によって解釈の説得力が増す。会社法 611 条 2 項の規定は平成 17 年会
社法の新たな規定である。この規定は旧商法で行われている民法 681 条 1 項の準
用を整理して規定したものである。よって，会社法 611 条 2 項は，民法 681 条 1
項と同様に解釈するべきである。以下では会社法 611 条 2 項の解釈，原審判断と
の違い，本判決に関する先行評釈の解釈の三つの点から本判決の法律構成につい
て検討する。
（一）会社法 611 条 2 項の解釈
（１）旧商法の下での解釈
　前述の通り旧商法では現行会社法 611 条 2 項に相応する規定はなかった。だ
が，旧商法 68 条は，合名会社の内部関係については組合に関する民法の規定を
準用するとしており，民法 681 条 1 項は現行会社法 611 条 2 項と同様の規定をし
ている。そして，民法上の解釈は前述学説根拠①で述べた通りである。このよう
にみると，旧商法の下では同法 68 条，民法 681 条 1 項を根拠として本件の支払
義務を負わなければならないと解すべきであろう。
（２）会社法 611 条における払戻の趣旨









（３）現行会社法 611 条 2 項の解釈
　現行会社法 611 条 2 項の規定は平成 17 年改正会社法の新たな規定である。立








とするものである(22)。そして，現行会社法 611 条 2 項は，改正前に行われてい
る民法 681 条 1 項の準用について，会社法での取り扱うものであることがわか
る(23)。従って，会社法上，特段の理由がなければ，現行会社法 611 条 2 項に対







　会社法 580 条 1 項 1 号の定める持分会社が債務超過の場合に関する社員の責任
は，会社債権者に対する責任であり，会社に対する責任ではない。





























（２）会社法 611 条 2 項，622 条損益分配の解釈
　この解釈はおそらく調査官によるものとされる判例時報囲み解説の取る立場で
ある。本件判旨の支払義務につき，以下の三つの理由を述べている。
　(ａ）合資会社は組合的なものと解されている。民法 681 条 1 項は会社法 611
条 2 項と同様の規定をしている。これに対して，民法上は，脱退した組合員が負
担すべき損失額を支払わなければならないと解釈している。合資会社は組合的な











(25) 匿名コメント・金融・商事判例 1591 号（2020 年）19 頁。
(26) 同前掲注（25）。
(27) 同前掲注（25）。










　しかし，本件判旨は退社員の持分につき，会社法 611 条 2 項に従って計算され
るとする。判決文は，同条 1項（積極持分の場合）の場合を述べた後に，その反対
として消極持分の場合に会社に対してその超過額を支払わなければならないとい
うテクストである。本件の支払義務を 611 条 2 項に対する解釈と理解することも








　会社法 611 条 2 項は平成 17 年会社法改正による新規定である。これは旧商法
での民法 681 条 1 項に対する準用を会社法で規定するものである。本件の支払義
務は，旧商法の下では同法 68 条，民法 681 条 1 項を根拠とする解釈できる（学説
の根拠①）。本件では現行会社法 611 条 2 項を民法 681 条 1 項と異なる解釈する理
由はない。また，本判決のいう公平とは無限責任社員の退社時に消極持分を有す




(32) この点について，会社法 611 条のА持分Бの意義は旧商法 89 条と同じく，会社の純
資産額に対して社員の有する分け前を示す計算上の金額であると解すべきと説明され












































































　会社法 583 条 3 項において，無限責任社員が有限責任社員となる場合は，当該
有限責任社員となったものは変更の登記をする前に生じた会社の債務について，
無限責任を負うと規定している。しかし，同条 4項によると，この責任は 2年を











※　本判決の判例研究として，弥永真生・ジュリスト 1542 号 3 頁，得津晶・法
学教室 475 号 130 頁，伊藤雄司・私法判例リマークス 62 号 102 頁，松元暢
子・民商法雑誌 157 巻 1 号 116 頁，永石一郎・法の支配 199 号 115 頁，匿
名・金融・商事法務 1591 号 16 頁，匿名・判例時報 2456 号 45 頁，木下崇・
新・判例解説Watch 商法 131 号，蛯原俊輔・岩田合同法律事務所ウェブサ
イトなどがある。
（龍　鉄)
(37) 得津・前掲注（19）130 頁。
(196)
85Ё2Ё118
